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昭島市 公共施設等総合管理計画 概要版 

公共施設等総合管理計画について 

我が国においては、高度経済成長や人口増を受けて建設された公共施設等の老朽化対策が大

きな課題となっています。 

本市が保有する多くの施設においても老朽化が進んでおり、これまで耐震化をはじめ計画的な

維持管理に努めてきましたが、今後、公共施設の老朽化による更新等には多額の費用が見込ま

れ、厳しい財政状況が続く中で、公共施設の老朽化への対応は、極めて重要な課題となってい

ます。 

このような現状を踏まえ、これからの公共施設等のあり方を考える公共施設マネジメントに

取り組むこととし、市が所有する公共施設等の全体像と各用途別施設の現状分析を行い、今後

の公共施設等の適切な維持管理に努めるため「昭島市公共施設等総合管理計画」を策定し、そ

の取組を推進することとしました。 

本計画は、厳しい行財政環境が続く中、公共施設等の利用需要が変化していくことが予想さ

れることを踏まえ、公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃

合・長寿命化等を効果的かつ計画的に実施し、財政負担の軽減化と平準化を図るとともに、将

来のまちづくりの実現に寄与することを目的とした計画です。 

今後、公共施設等の総合的なマネジメントを進めて行くための基準となります。 

背景、目的 

平成 29(2017)年度から平成 48(2036)年度までの 20 年間とします。 

計画期間 

本市が保有する全ての建築物（市役所等の庁舎、小・中学校、市民会館・公民館、図書館、総

合スポーツセンター等）及びインフラ施設（道路、橋りょう、上・下水道施設等）とします。 

対象施設 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭島市のおかれている状況について 

公共施設の一覧 

 

整備状況を建設年度別に総延床面積でみると、特定の時期に集中して建設しています。昭和の

時代では学校教育施設が大半を占めています。平成に入ってからは、公共施設の建設数は減少

している傾向にあります。 

年度別の設置状況 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27（2015）年の 113,086 人から 45年後の平成 72（2060）年には、18,843 人（16.7％）

減少した 94,243 人と見込んでいます。 

年齢区分別にみると、年少人口（０～14 歳）とその割合は、平成 27（2015）年の 14,309 人

（12.7％）から平成 72（2060）年には、12,243 人（13.0％）に減少、生産年齢人口（15～64

歳）とその割合は、平成 27（2015）年の 71,261 人（63.0％）から平成 72（2060）年には、

50,537 人（53.6％）に減少、老年人口（65歳以上）とその割合は、平成 27（2015）年の

27,516 人（24.3％）から平成 72（2060）年には、31,463 人（33.4％）に増加すると見込んで

います。 

人口動向 



 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税収の減少や建設事業費に対する国庫支出金の縮減、また、今後予定している大規模建設事

業や大幅な増加が見込まれる社会保障関連事業に要する費用負担等、平成 27(2015)年度末時点

の中期財政計画を基本としつつ、本市独自の財政事情を含めた総合的な視点から、今後 20 年

間の歳入・歳出全体ベースでの財政推計を行いました。 

（１）市税の状況 

人口減少に転じ高齢化も進むことから、市税収入も減少が進み、平成 48(2036)年度には平成

32(2020)年度のピーク時と比較し、年間約 10 億円強が減少する見込みとなっています。ま

た、先行き不透明な世界経済の動向が日本経済に与える影響を加味すれば、本市の市税収入に

おいてもさらなる厳しい状況も考慮する必要があります。 

（２）一般財源の状況 

市税収入の減少が見込まれる中で、使途が限定されておらず、どのような経費にも充当可能

な一般財源は減少する一方、扶助費はさらなる増加が見込まれます。今後も 90％台半ばで推移

していくことが見込まれ、財政の硬直化が解消される見通しにありません。 

 

財政事情と今後 20 年間の財政推計 

 

公共施設等の将来の更新費用 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）社会保障関連事業費の増加 

医療や介護といった社会保障関係費は今後大幅な伸びが予測されます。介護保険制度におい

ては、介護給付費の増加に伴い、一般会計からの繰出金も増加が見込まれ、大きな負担となっ

ていきます。また、国民健康保険制度においても、本来、国民健康保険税で賄われるべき制度

であるものの、一般会計からの繰出金による赤字補塡により運営している状況にあります。 

（４）今後予定している大規模建設事業 

立川基地跡地昭島地区都市基盤整備事業や東中神駅自由通路等整備事業、また、今後本格化

する（仮称）教育福祉総合センター整備事業や都市計画道路３・４・１号整備事業等の多額の

費用を要する事業を予定しています。 

（５）財政推計 

 

 今後 20年間の財源不足額は約 190 億円となります。財源の不足に対しては、これまでの財

政運営においても基金の取崩しや臨時財政対策債の借入れ、職員数の削減などにより、対応を

図ってきました。今後は、公共施設の総量縮減や縮小、さらには適正な再配置等の検討に踏み

込まなければ、持続可能な行財政運営が行えない段階に入っています。 

財政事情と今後 20 年間の財政推計 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

（１）少子高齢化の急激な進行及び人口減少による施設ニーズの変化 

老年人口（65歳以上）の増加と生産年齢人口（15～64 歳）の減少に伴う世代構成の変化によ

り、公共施設へのニーズが変化することが予想されます。 

（２）公共施設等の老朽化への懸念 

整備状況を建築年度別に総延床面積でみると、旧耐震基準が適用されていた時期である昭和

56(1981)年度以前に集中し、約 65％に上ります。 

（３）公共施設等の更新需要の増大 

これまでに更新等にかけてきた金額は年平均約 18.6 億円となっています。直近の既存更新分

と、これからかかる更新等費用を比べた場合、今後 40年間でこれまでの 2.2 倍程度の支出が必

要となります。 

（４）公共施設等にかけられる財源の限界 

本市が保有する公共施設等（公共施設、道路、橋りょう）について、一定の年数で大規模改

修及び建替えを実施することを前提とした場合、今後 20 年間で約 190 億円、１年当たり約 9.5

億円の財源不足が発生します。 

現状や課題に関する基本認識 

（１） 公共施設の適正な保有量を確保するための検討 

 

（２） 公共施設の適正な保有量を確保するための縮減目標 

 

課題を踏まえた公共施設の保有量について 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）公共施設については、平成 27(2015)年３月時点での保有施設を対象とし、今後 20 年間の

財政推計の結果を踏まえ、持続可能な財政運営が可能となる施設保有量とするため、25,000

㎡の縮減を目標とする。なお、道路・橋りょう、上水道管、下水道管といったインフラにつ

いては、産業や生活の基盤として整備され、市民生活の根幹をなすものであることから、縮

減目標は設定しないが、管理に関する基本方針を踏まえ、適切な管理を実施する。 

（２）人口規模や財政状況を踏まえて、公共施設の改修・建替えにかかる経費と提供するサービ

ス水準のバランスを取りながら、公共施設の建替え・維持改修を進めていく。 

（３）公共施設の建替えを実施する際には、「複合化」や「多機能化」といった手法により、施設

を再編していく。 

（４）地域ごとに必要となる集会施設等については、地域間での不均衡が生じないよう最適な再

配置、再編に努めるとともに、基幹的な公共施設については、その使用目的に応じて利便性

の良い中核的な地域に集約していくことを検討する。 

（５）既存施設の建替えにあたっても行政サービスの必要水準（質）及び総量に着目し、建替え

後の面積は、建替え前の面積を上回らないよう努める。また、既存施設を活用した複合施設

を検討した上で、施設面積の総量縮減に努める。 

（６）新たな行政需要が生まれた場合であっても、既存施設の有効活用を図ることとし、「複合

化」、「多機能化」といった手法で施設を再編していくことを前提に、既存施設の更新等を優

先的に行い、新規施設の建設は最小限にとどめる。新規施設の建設を実施する場合において

も行政需要とコストのバランスに配慮し、後世代に負担を先送りすることがないよう特定財

源の確保を図る。 

（７）今後も引き続き使用していくことが見込まれる施設は「長寿命化」を図るとともに、改修

にあたっては、バリアフリーの推進 、ユニバーサルデザインの活用、省エネルギー性能の向

上、環境に配慮した取組等、時代の変化に応じた施設機能の向上を図っていく。 

（８）市が保有する財産のうち遊休地については、今後の施設の再編を配慮する中で、積極的な

売却に努め、市が有償使用している国有地等については、将来負担を軽減するため買入れの

検討を進める。 

（９）PPP /PFI 等、民間活力を活かした行政サービスの展開や収入増に向けた様々な取組を続け

るなど、地域経営を意識した施設運営を図る。 

（10）公共施設マネジメントを実施するにあたっては、公共施設等を管理する課の職員で構成す

る庁内連携体制を組織し、公共施設計画検討委員会での検討を踏まえ、全庁的な観点から合

理的な意思決定を行う。 

昭島市の公共施設等に関する“10”の基本方針 

施設類型別に短期目標（5 年程度）、中期目標（10

年程度）、長期目標（20 年程度）を設定しています 



 

 

 

 

施設類型 施設名称 
延床面積

（㎡） 
期間 検討すべき課題 

市民文化系施設 市民交流センター 1,544.68 短期 建替えに伴う複合化 

学校教育系施設 旧拝島第四小学校 5,742.74 短期 他目的施設への転用もしくは売却 

行政系施設 昭和町分室 1,803.67 短期 売却 

社会教育系施設 市民図書館昭和分館 72.00 短期 
（仮称）教育福祉総合センター整備に 

伴い、廃止 

社会教育系施設 市民図書館つつじが丘分室 73.01 短期 
（仮称）教育福祉総合センター整備に 

伴い、廃止 

産業系施設 勤労商工市民センター 2,243.33 短期 
一部機能を市民交流センターに複合化

することによる廃止 

スポーツ・レクリエ

ーション施設 
旧拝島公園プール 292.58 短期 解体後、敷地の有効活用もしくは売却 

スポーツ・レクリエ

ーション施設 
市民プール 650.61 中期 廃止後、解体 

スポーツ・レクリエ

ーション施設 
富士見高原青少年等山の家 140.28 短期 廃止後、売却 

供給処理施設 清掃センター 5,516.78 短期 ごみ処理広域化の推進 

公営住宅 シルバー住宅 1,310.07 中期 長寿命化もしくは廃止 

延 床 面 積 合 計 19,389.75   

 

 

 

施設類型 施設名称 延床面積（㎡） 備考 

学校教育系施設 学校給食共同調理場 1,846.00 移転・解体 

社会教育系施設 市民図書館 1,520.38 移転・解体 

子育て支援施設  
旧つつじが丘南学童クラ

ブ 
161.47 解体 

保健・福祉施設 あきしま福祉作業所 493.26 譲渡 

スポーツ・レクリエーション施設 格技武道場 831.00 解体 

延 床 面 積 合 計 4,852.11  

 

 

 

 

 

 

 

 

喫緊に対応しなければならない課題の解決に向けた具体的な取組 

今後の施設のあり方について具体的な方向性を検討する施設 

解体・譲渡を前提とした施設 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画策定にあたっての市民参加 

市の取組の考え方として、『市は、人口規模や財政状況を踏まえて、公共施設の改修・建替え

にかかる経費と提供するサービス水準のバランスを取りながら、後世に負担を残さないように

取り組む必要があると考えています。』との意見に、性別では「男性」、「女性」ともに８割を超

える住民の賛成を得ています。 

『今までは一つのサービスしか行っていなかった施設で複数のサービスを提供できるように

する「複合化」や「多機能化」という方法をうまく活用して施設の総量を減らしていくという

考え方』について、性別では「男性」、「女性」ともに 95％を超える住民の賛成を得ています。 

市民アンケート調査結果 

 

旧拝島第四小学校や昭和町分室の有効活用、市立会館の多機能化、複合施設としての市民交

流センターの機能についてなど、各施設に対する意見があったほか、公共施設全般にかかる意

見として、主に「利用率の低い施設の転用・多機能化」「施設を集約化する場合の高齢者等の移

動手段の確保」「公共施設の配置に人口格差の平準化を考慮」という意見が出ました。 

 

市民ワークショップ 

フォローアップの実施方針 

１．公共施設等総合管理計画で掲げる目標を達成するために、全庁的な推進体制で計画の基本

方針を踏まえた取組を進めます。 

２．公共施設等総合管理計画は、「短期」の期間である５年ごとに計画の改訂を実施します。 

３．公共施設等総合管理計画の改訂及び本計画を踏まえた各施設の長寿命化計画の策定等にあ

たっても、市議会と市民の皆さまと十分に連携を図ります。 


